
＜様式１＞

平成　29年　09月　01日

国土交通大臣　　殿

※）

【平成２９年度】

日付以外は、様式2-1からリンクする為、入力は必要はありません。

直近採択グループ番号

地域型住宅グリーン化事業　適用申請書

本申請書の内容により、地域型住宅グリーン化事業の適用を申請します。
この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。

地域型住宅の名称 地域優良住宅「絆を育む家」

グループの名称 関東家守りネットワーク

04-0711-0298

事務局郵便番号

（グループ代表者）

代表者名 樺島　　辰彦 代表者印

代表者所属先

代表者所在地

代表者電話番号

（グループ事務局）

事務局事業者名

神奈川県秦野市鈴張町1-34

04-6384-7370

257-0055

事務局担当者名

04-6384-7675

tamai@column-jp.com

事務局電話番号

事務局FAX

事務局担当者E-mail

事務局所在地

株式会社コラム建設

神奈川県秦野市鈴張町1-34

04-6384-7370

株式会社コラム建設

玉井　武史 印



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 年

６．グループ代表者名（必須）

７．グループ代表者の所属先（必須）

８．グループ代表者所在地（必須）

９．グループ代表者電話番号（必須）

１０．グループ事務局事業者名（必須）

１１．グループ事務局担当者名（必須）

１２．グループ事務局郵便番号（必須）

１３．グループ事務局所在地（必須）

１４．グループ事務局電話番号（必須）

１５．グループ事務局FAX番号（必須）

１６．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

Ⅳ．プレカット

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

Ⅶ．木材を扱わない流通

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種

番号記入欄

■ 3
■ 3
□ 2
□ 2
□ 2
□ 2

1

1

1

1

1

1

1

1

全国

全国

全国

国内

国外

国外

国内

国内

国内

合法木材証明制度を利用する

合法木材証明制度を利用する

PEFC認証制度を利用する

SGEC認証制度を利用する

FSC認証制度を利用する

FIPC認証制度を利用する

全国

国外

国外

国内

群馬県産材 群馬県 国内

国内

埼玉県

福島県産材 福島県

福島県

2012

株式会社コラム建設

福島県産材

国内

東京都 国内

玉井　武史

257-0055

神奈川県秦野市鈴張町1-34

04-6384-7370

04-6384-7675

地域優良住宅「絆を育む家」

関東家守りネットワーク

04-0711-0298

関東地方

樺島　　辰彦

神奈川県秦野市鈴張町1-34

04-6384-7370

株式会社コラム建設

5 海外事業者にあっては念書入手不可能であったため、所属する出荷者による合法性の証明によって代替する。

tamai@column-jp.com

（構成員数）   （構成員を含まない理由）

5 海外事業者にあっては念書入手不可能であったため、所属する出荷者による合法性の証明によって代替する。

5 一部流通グループを介さずに地域材の調達を行う場合がある（海外事業者を含む）

12

11

認証制度等の名称
※以下該当の1、2、3の番号を番号記入欄に記入してください。
　1.都道府県の産地認証制度等によるもの
　2.民間の第三者機関による認証制度(FSC、PEFC、SGEC等)
　3.林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性のため
     のガイドライン(平成18年2月)に基づき合法性が証明されるもの
　4.クリーンウッドに基づき合法であることが確認された木材・木材
     製品（合法伐採木材等証明）

0

7

国内・国外

かながわ県産材 かながわ県産木材産地認証制度

多摩産材認証制度

0

埼玉県産材

国内千葉県

さいたま県産木材認証制度

地域材の産地

          

Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

栃木県産材 栃木県

対象となる地域材の名称

多摩産材

福島県ブランド材製品認証

神奈川県 国内

ちばの木認証制度千葉県産材

県産木材証明制度

国内

ぐんま優良木材品質認証

栃木県出材証明制度



7 戸

7 戸

0 戸

6 戸

6 戸

1 戸

3 戸

1 戸

0 戸

3 戸

1 戸

1 戸

0 戸

0 戸

0 戸

1 戸

1 戸

1 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

8 戸

8 戸

0 戸

12 戸

12 戸

0 戸

0 棟

0 ㎡

0 棟

0 ㎡

D．当提案が採択された場合の各住宅事業者に
　　おける補助対象戸数の配分ルール　（必須）

7 戸 7 戸 3 戸

9 戸 4 戸 0 戸

0 戸 0 戸 0 戸

1 戸 1 戸 0 戸

0 戸 0 戸 0 戸

0 戸 0 戸 0 戸

1 戸 1 戸 0 戸

1 戸 1 戸 0 戸

0 棟 0 棟 戸

0 ㎡ 0 ㎡ ㎡

完了実績（竣工予定含む）戸数

当初予算　採択戸数 交付申請戸数 完了実績（竣工予定含む）戸数

交付申請戸数

補正予算　採択戸数

完了実績（竣工予定含む）棟数

完了実績（竣工予定含む）戸数

当初予算　採択戸数 交付申請戸数 完了実績（竣工予定含む）戸数

補正予算　採択戸数 交付申請戸数

補正予算　採択戸数

補正予算　採択戸数 交付申請戸数

当初予算　採択戸数 交付申請戸数

当初予算　採択床面積 交付申請床面積

当初予算　 　採択棟数 交付申請戸数

交付申請戸数

当初予算　採択戸数 交付申請戸数

高度省エネ型（性能向上計画認定住宅）

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）戸数

加算
申請

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

申請が未確定（上限100万円）

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー）

経験工務店（4戸（8戸）以上）による申請戸数

申請が確実（上限150万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

申請が未確定（上限150万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

加算
申請

加算
申請

申請が確実（上限100万円）

長寿命型（長期優良住宅）

経験工務店による申請戸数

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

加算
申請 上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

長寿命型（長期優良住宅）

申請が確実（上限165万円）

申請が未確定（上限165万円）

 Ｂ．平成２９年度における補助対象の木

造住宅

      の申請要望戸数、地域材加算要望戸

数、

      三世代同居対応加算要望戸数 （必須）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

申請が未確定（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

申請が未確定（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

E．平成２８年度の執行状況（必須）

優良建築物型

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー住宅）

完了実績（竣工予定含む）戸数

C．平成２９年度当初予算における補助対象の
　　優良建築物の申請要望棟数及び床面積

完了実績（竣工予定含む）床面積

高度省エネ型（認定低炭素住宅）

長寿命型（長期優良住宅）

未経験工務店による申請戸数

高度省エネ型
（認定低炭素住宅）の申請戸数

高度省エネ型
（性能向上計画認定住宅）の申請戸数

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー）

未経験工務店（4戸（8戸）未満）による申請戸数

申請が未確定（上限100万円）

優良建築物の申請棟数

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が未確定

申請が確実 



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

14 Ⅰ - 3 神奈川県森林組合連合会 259-1322

34 Ⅰ - 9 ひろしま木材事業協同組合 737-0134

45 Ⅰ - 14 宮崎県森林組合連合 880-0805

21 Ⅰ - 15 岐阜県森林組合連合会 500-8356

13 Ⅰ - 24 協和木材株式会社 135-0016

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

海外事業者にあっては念書入手不可能であったため、所属する出荷者による合法性の証明によって代替する。

電話番号

0463-88-6767神奈川県秦野市菖蒲317番地

構成員
番号

所在地

広島県呉市広多賀谷3-1-1 0823-71-7141

宮崎県宮崎市橘通東1丁目11番1号 0985-25-5133

岐阜県岐阜市六条江東2-5-6 058-275-4890

東京都江東区東陽5丁目30番13号 03-5857-5225

Ⅰ．原木供給



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

14 Ⅱ - 4 株式会社市川屋 243-0121

34 Ⅱ - 8 中国木材株式会社 737-0134

21 Ⅱ - 16 長良川木材事業協同組合 501-5123

13 Ⅱ - 24 協和木材株式会社 135-0016

38 Ⅱ - 58 株式会社サイプレス・スナダヤ 799-1101

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

海外事業者にあっては念書入手不可能であったため、所属する出荷者による合法性の証明によって代替する。

構成員
番号

所在地 電話番号

神奈川県厚木市七沢３０５ 046-248-0231

広島県呉市広多賀谷3-1-1 0823-71-7141

岐阜県郡上市白鳥町中津屋1385番1

Ⅱ．製材・集成材・合板製造

東京都江東区東陽5丁目30番13号 03-5857-5225

愛媛県西条市小松町新屋敷1171-1 089-872-2421

0575-83-0318



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

14 Ⅲ - 4 株式会社市川屋 243-0121

34 Ⅲ - 8 中国木材株式会社 737-0134

9 Ⅲ - 34 ハイビック株式会社 323-0017

12 Ⅲ - 35 株式会社シー・エス・ランバー 262-0033

13 Ⅲ - 37 株式会社篠原商店 177-0042

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

一部流通グループを介さずに地域材の調達を行う場合がある（海外事業者を含む）

構成員
番号

所在地 電話番号

栃木県小山市飯塚1728 028-525-3811

神奈川県厚木市七沢３０５ 046-248-0231

広島県呉市広多賀谷3-1-1 0823-71-7141

千葉県千葉市花見川区幕張本郷1丁目16番3号 043-213-8810

東京都練馬区下石神井5-13-2 03-3995-7288

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く）



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

14 Ⅳ - 4 株式会社市川屋 243-0121

22 Ⅳ - 10 中国木材株式会社　東海プレカット 421-0213

12 Ⅳ - 35 株式会社シー・エス・ランバー 262-0033

13 Ⅳ - 37 株式会社篠原商店 177-0042

9 Ⅳ - 39 ハイビック株式会社那須工場 324-0037

11 Ⅳ - 40 ハイビック株式会社大里事業所 369-0108

10 Ⅳ - 41 ハイビック株式会社渋川事業所 377-0027

14 Ⅳ - 42 ハイビック株式会社厚木工場 243-0211

22 Ⅳ - 44 ハイビック株式会社浜松事業所 434-0004

14 Ⅳ - 46 ナイスプレカット株式会社幸浦工場 236-0003

22 Ⅳ - 59 株式会社三ツワ 411-0042

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ．プレカット

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

千葉県千葉市花見川区幕張本郷1丁目16番3号 043-213-8810

神奈川県厚木市七沢３０５ 046-248-0231

静岡県焼津市飯淵2027 054-622-7642

栃木県大田原市上石上字東山1843-1 028-729-2230

埼玉県熊谷市船木台4-6 049-336-2238

群馬県渋川市金井3037-7 027-930-2101

神奈川県厚木市三田3232 046-243-5568

静岡県浜松市浜北区宮口2461 053-582-3711

神奈川県横浜市金沢区幸浦1-5-2 045-775-7751

静岡県三島市平成台20 055-986-7550

東京都練馬区下石神井5-13-2 03-3995-7288



＜様式 2-2・Ⅴ＞

○ ○

14 Ⅴ - 2 株式会社コラム一級建築士事務所 257-0055 ○

14 Ⅴ - 11 株式会社ホームプラザサンヨー 251-0024 ○

14 Ⅴ - 12 株式会社アイ．創建 259-1306 ○

13 Ⅴ - 13 株式会社日立アーバンインベストメント 101-0047 ○

9 Ⅴ - 34 ハイビック株式会社 323-0017 ○

13 Ⅴ - 52 株式会社桧山建工 143-0016 ○

13 Ⅴ - 56 株式会社 木建ハウス　キダテ設計事務所 177-0042 ○

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

東京都大田区大森北１丁目２２番１３号 03-5767-0181

東京都練馬区下石神井5-13-2 03-5923-7780

神奈川県藤沢市鵠沼橘１－１－１７ 0466-27-1503

神奈川県秦野市戸川４４８－２ 0463-75-3633

東京都千代田区内神田一丁目１番１４号 03-3295-8981

栃木県小山市飯塚1728 028-525-3811

神奈川県秦野市鈴張町7-7 0463-83-8191

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

県
番号

省エネ
講習

修了済

Ⅴ．設計

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

14 Ⅵ - 1 42312 株式会社コラム建設 257-0055 ○

14 Ⅵ - 5 42366 高橋工務店 259-1201 ○

14 Ⅵ - 6 42415 有限会社大輝建設 259-1332 ○

12 Ⅵ - 7 41841 株式会社コハラ建設 295-0102 ○

14 Ⅵ - 11 42418 株式会社ホームプラザサンヨー 251-0024 ○

14 Ⅵ - 12 42587 株式会社アイ．創建 259-1306 ○

13 Ⅵ - 13 41964 株式会社日立アーバンインベストメント 101-0047 ○

13 Ⅵ - 48 42023 株式会社リバティホーム 133-0057 ○

13 Ⅵ - 52 42157 株式会社桧山建工 143-0016 ○

14 Ⅵ - 53 42406 松栄建設株式会社 222-0023 ○

12 Ⅵ - 55 41826 株式会社ＣＬＥ総合研究所 270-0101 ○

13 Ⅵ - 57 42187 平安通商株式会社 143-0016 ○

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

事業者
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号
省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通） 12 ○ ○

神奈川県秦野市鈴張7-7 0463-83-8191

神奈川県平塚市南金目１８０１－３ 0463-59-3054

神奈川県秦野市菖蒲１０５９ 0463-88-6286

千葉県南房総市白浜町白浜１４２４－１ 0470-38-4052

神奈川県藤沢市鵠沼橘１－１－１７ 0466-27-1503

神奈川県秦野市戸川４４８－２ 0463-75-3633

東京都千代田区内神田一丁目１番１４号 03-3295-8981

東京都江戸川区西小岩３丁目２１番３０号 03-3658-0101

東京都大田区大森北１丁目２２番１３号 03-5767-0181

神奈川県横浜市港北区仲手原１丁目２７番１３号 045-432-8085

千葉県流山市大字東深井１０２番地の１ 04-7155-0061

東京都大田区大森北３－４－５ 03-3766-4881



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

ZEHビ
ルダー
に該当

BELS工
務店に
該当

○ ○

14 Ⅵ - 1 42312 株式会社コラム建設 15 戸 15 戸 3 戸 3 戸 0 戸 0 戸 1 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○ ○

14 Ⅵ - 5 42366 高橋工務店 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡

14 Ⅵ - 6 42415 有限会社大輝建設 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡

12 Ⅵ - 7 41841 株式会社コハラ建設 2 戸 3 戸 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○ ○

14 Ⅵ - 11 42418 株式会社ホームプラザサンヨー 6 戸 7 戸 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○

14 Ⅵ - 12 42587 株式会社アイ．創建 20 戸 20 戸 3 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○ ○

13 Ⅵ - 13 41964 株式会社日立アーバンインベストメント 34 戸 33 戸 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 1 戸 1 戸 ㎡ ㎡ ○ ○ ○

13 Ⅵ - 48 42023 株式会社リバティホーム 48 戸 50 戸 2 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○

13 Ⅵ - 52 42157 株式会社桧山建工 13 戸 13 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○

14 Ⅵ - 53 42406 松栄建設株式会社 4 戸 4 戸 4 戸 2 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡

12 Ⅵ - 55 41826 株式会社ＣＬＥ総合研究所 21 戸 27 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 3 戸 2 戸 ㎡ ㎡ ○ ○

13 Ⅵ - 57 42187 平安通商株式会社 4 戸 4 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 ㎡ ㎡ ○ ○

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

構成員
番号

平成28年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績
補助金
の活用
実績

Ⅵ．施工-2
元請の

新築住宅供給戸数
優良建築物の

着工床面積の実績
長期優
良住宅

ゼロエ
ネ住宅

Ｈ28年実績 直近3年平均 Ｈ28年実績 直近3年平均 Ｈ28年実績 直近3年平均 Ｈ28年実績 直近3年平均

○
うち木造長期優良住宅

の実績
うち木造認定低炭素住宅

の実績
うち木造ゼロエネ住宅

の実績

Ｈ28年実績 直近3年平均

○ ○



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅶ．木材を扱わない流通



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式３－１＞

年

◎、○
記入欄

◎

◎

◎

◎

◎、○
記入欄

a
①-1 用材の寸法規格化 □ ■ ○

①-2 使用建材の統一 □ ■ ○

①-3 標準仕様の設定 □ ■ ◎

②-1 建材・資材調達の共同化 □ ■ ○

②-2 調達事務の合理化 □ ■ ○

③
生産の合理化等に向けた
検討委員会等の設置 □ ■ ○

④
生産の合理化等に向けて
事務局が果たす役割 □ ■ ○

b.
①

グループの信頼性向上に
向けた施工基準 □ ■ ◎

②
グループの信頼性向上に
向けた検査ルール □ ■ ○

③
グループの信頼性向上に
向けた見積・積算のルー
ル

□ ■ ○

④
グループの信頼性向上に
向けたその他の具体的取
組

□ ■ ○

○

※）

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

地域優良住宅「絆を育む家」 関東地方

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

関東家守りネットワーク 2012
３．過去のグリーン化事業採択グループ番号（必須） 04-0711-0298
４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅）の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ア．特徴ある地域型住宅の目標設定

【平成29年度対応方針】

①地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の重視する性能

30年以内に発生が予測されている首都直下型地震に備え、耐震性能を重視した住宅の建築を行う。
※耐震性能等級2以上とする。
※お客様が耐震性能等級3以上をご希望される場合には、設計性能評価を取得する。

都心部の住宅密集地においては、防火性能を重視した仕様とする。

②地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の建て方や様式

住宅の資産価値継続のため、世代交代に伴うリフォームや中古住宅流通に備えた住宅とする。
※メンテナンスフリー加工をされた屋根材、床材、外壁材を積極的に提案する。

都心部の住宅密集地においては通風計画の配慮を行う。

③地域の気候・風土等に根差した
　 地域型住宅のデザインルール

デザインルールのうち1つ以上を達成すること
①将来の家族構成変化に対応するスケルトン・インフィル設計
②メンテナンス防汚性能の高い外壁材を使用する
③耐久性の高い床材を使用する
④家族団欒の場を設ける事を目的としたLDK面積30％以上の確保
⑤三世代同居に対応した設備を設置する。(玄関、トイレ、キッチン、浴室のうちいずれか2つ以上を複数個所設置)

④ ①～③の背景

関東地域でのM6以上地震の発生率は30年以内で60％に上る(政府調査)事から耐震性の確保は必須と言える。
地域内や家族内のコミュニティ形成が進まない傾向が見られる。よって地域内また家族内におけるコミュニケーションが
希薄となってしまっている世帯が少なくない。

⑤その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　　のルール・目標があれば記入
       してください。

イ．効率的な住宅生産体制の整備

【平成29年度対応方針】

行っていない 行っている→ 内容：

各施工構成員ごとの実行予算についてグループ事務局で管理を行う。

行っていない 行っている→ 内容：

共同購入によりコストダウンを行う。

行っていない 行っている→ 内容：

ゼロエネルギー住宅をグループ内で普及するため、標準仕様の設定と
モデルプランの作成を行う。

行っていない 行っている→ 内容：

グループで購入先を選定、共同購入の体制を整備する。コストダウンの体系化を基に原
価に関する情報共有を行い、発注方法や資材の調達手法を工夫することで、価格の安定
を図る。

行っていない 行っている→ 内容：

構成員ごとに担当者の指名し、グループ事務局と連携をとりながら合理化を行う。

行っていない 行っている→ 内容：
上記①-1、②-1の内容をもとに実行予算、コストダウン体系化について検証会を実施す
る。

ない ある　 → 内容：

検証会についてはグループ事務局が主管となって執り行う。

ない ある　 → 内容：
長期優良住宅の施工基準とする。
※高度省エネ型の住宅の認定取得は任意

ない ある　 → 内容： 第三者機関による現場検査を実施する。

ない ある　 → 内容：
住宅施工に関する、施工部位（壁工事や基礎工事）を項目化、その作業に関する資材（金
額）・手間（時間）などを数値化し1項目に掛かる手間と資材を設定。施工条件など追加金
額に関するルールを設け、建物一棟の金額が積算できるようにする。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある　 → 内容：
お客様の安心を考え、融資実行前団体信用生命保険の提案を行う。
(工事建築中の万が一に備える)

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

BELSの認定取得に関する実務担当者向け勉強会を開催する。



＜様式３－２＞

年

◎、○
記入欄

a

① 住宅履歴情報の蓄積

①-1 内容・蓄積の共通ルール □ ■ ○

①-2 情報サービス機関の活用 □ ■ ○

①-3 履歴情報蓄積の確認手法 □ ■ ○

② メンテナンス基準の整備

②-1 点検の共通ルール □ ■ ○

②-2 補修の共通ルール □ ■ ◎

②-3 点検補修実施の確認手法 □ ■ ◎

③ 住まいの管理

③-1 住まい管理勉強会の実施 □ ■ ○

③-2 DIY体験会等の実施 □ ■ ○

③-3 その他の相談会等の実施 □ ■ ○

④ 維持管理委員会等の設置 ■ ■ ○

⑤ その他の維持管理の手法 ■ □

b
①

グループ構成員の倒産廃業
時のバックアップルール □ ■ ◎

②
過去の瑕疵内容等に学ぶ
勉強会の実施 □ ■ ○

◎、○
記入欄

a
①

未経験工務店等への施工
技術研修会等の開催 □ ■ ◎

②-1
品質管理のための共通
ルール □ ■ ○

②-2
上記共通ルールが守られ
ていることの確認手法 □ ■ ○

③-1 需給計画の策定 □ ■ ○

③-2
技術力向上のための中長
期的な計画 □ ■ ○

④
③に基づく業種ごとの合
理化の取組 □ ■ ○

b
①-1

省エネ技術講習会への施
工事業者社員の参加人数 ○

①-2
省エネ技術講習会への請
負技能者等の参加人数 ○

②
省エネ技術講習会への参
加促進のための取組 □ ■ ◎

ｃ
① 新たな技術等の導入 ■ □

② 新たな技術等の開発 ■ □

※）

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

地域優良住宅「絆を育む家」 関東地方

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

関東家守りネットワーク 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 04-0711-0298
４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備

【平成29年度対応方針】

ない ある  → 内容： 住宅履歴情報は第三者機関に登録する。 

ない ある  → 内容： 住宅履歴情報は第三者機関に登録する。

ない ある  → 内容： 第三者機関が発行する住宅履歴情報預かり証をグループ事務局で保管する。

ない ある  → 内容： グループ内で相談のうえ、第三者機関の指定を行い点検サポートを実施する。

ない ある  → 内容：
長期優良住宅においては修繕積立に関する覚書の策定を行いお客様の
メンテナンス意識の向上を図る。

ない ある  → 内容： 修繕積立に関する覚書の控えをグループ事務局で保管する。

ない ある  → 内容： 施工構成員ごとにお客様に対するメンテナンス勉強会を適宜開催する。

ない ある  → 内容： 施工構成員ごとにお客様に対するDIY体験会を適宜開催する。

ない ある  → 内容： グループ内でリフォーム相談会を開催する。

ない ある  → 内容：
住まいの管理勉強会、DIY勉強会等の開催内容についてグループ事務局を中心とした
委員会を設置する。

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容：
各構成員に所属する職人の登録を行い、万一グループ構成員が倒産した場合の
管理継続体制を行う。

ない ある  → 内容： 外部講師を招待してグループ内で勉強会を開催する。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

エ．グループの技術力の向上

【平成29年度対応方針】

ない ある  → 内容：
採択後に共通ルールの説明を含めて説明会を開催する。
申請手続きについてのマニュアルを作成し、未経験工務店のフォローを行う。

ない ある  → 内容： 品質管理のチェック項目リストをグループで作成する。

ない ある  → 内容： チェック項目リストをもとに品質管理を行う。

ない ある  → 内容： 施工構成員ごとに今年度の着完工予定表の策定を行う。

ない ある  → 内容：
2030年のゼロエネルギー住宅標準化に向けて、
2020年までにグループで供給する住宅の半数をゼロエネルギー住宅にする。

内容： グループ事務局で受講スケジュールを管理のうえ、受講案内を配信する。

ない ある  → 内容：
省エネ設備の共同仕入れを行いコストダウンを図る。
未経験工務店には経験工務店が積極的にノウハウ提供を行う。

昨年度までの終了者
数

今年度の参加目標人数8

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容：

6

昨年度までの終了者
数

0 今年度の参加目標人数 3

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

ない ある  →



＜様式３－３＞

年

◎、○
記入欄

a

①

地域材利用に関する

共通

ルール（必須）

◎

②
地域材利用の1棟当

たりの割合（必須）
■ □ □

□ ■

□ ■

□ ■

□ ■

■ □

■ □

④
地域材の流れ（フロー図）
などグループの取組に関
する補足説明

b
①-1 地域材在庫把握の仕組 □ ■ ○

①-2 地域材価格の共有の仕組 □ ■ ○

②
グループ全体における地
域材の需給予測 ■ □

c
①-1 畳の活用 □ ■ ○

①-2 和瓦の活用 □ ■ ○

①-3 襖の活用 □ ■ ○

①-4 障子の活用 □ ■ ○

②-1
その他地域の伝統的な素
材の活用 □ ■ ○

②-2
その他地域の伝統的な意
匠の活用 ■ □

d
①

地域の伝統的なデザイン
を継承する取組 □ ■ ○

②
地域の住まい方の継承に
つながる取組 □ ■ ○

③
地域の街並み形成へ寄与
する取組 □ ■ ○

④
和の住まいの要素を取入
れた取組 □ ■ ○

◎、○
記入欄

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

地域優良住宅「絆を育む家」 関東地方

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

関東家守りネットワーク 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与

【平成29年度対応方針】

04-0711-0298

主要構造材の20％以上に地域材、もしくは合法木材を使用する。
各県で県産認証された地域材を原則として使用する。
しかし、供給、強度不足が生じる場合には合法木材も可能とする。

50％未満 50％以上 80％以上

梁・桁等の横架材等： 使用していない

羽柄材
③

標準的な地域材の使

用部位 （必須）

土台： 使用していない

柱： 使用していない

間柱、根太、垂木等： 使用していない

造作材 枠材、廻縁等： 使用していない

○

板材 壁板、床板等： 使用していない

ない ある  → 内容： グループ事務局が中心となり、各原木業者と連携をとる事で在庫把握を行う。

ない ある  → 内容： グループ事務局が中心となり、地域材価格に関する情報共有を行う。

行っていない 行っている→ 内容：

行っていない 行っている→ 内容：
今年度の使用予定枚数（１畳換算）　　216枚
リビングに畳コーナーを提案する。

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数：　　540坪

行っていない 行っている→ 内容：
今年度の使用予定枚数（3×6換算）　　36枚
家族の安らぎの場として和室の提案を積極的に行う。

行っていない 行っている→ 内容：
今年度の使用予定枚数（3×6換算）　　72枚
家族の安らぎの場として和室の提案を積極的に行う。

行っていない 行っている→ 内容： 漆喰を用いた内装の提案

行っていない 行っている→ 内容：

行っていない 行っている→ 内容： 玄関に土間空間の提案を行う。

行っていない 行っている→ 内容： 各施工構成員が中心となり、お引渡し後のお客様との交流会を1年に一度行う

行っていない 行っている→ 内容： 植栽などの外構提案を行う

行っていない 行っている→ 内容： 真壁納まりの内装を提案

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

カ．その他

【平成29年度対応方針】

東日本大震災の復興に資する取組

平成28年熊本地震の復興に資する取
組

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

主要構造材



＜様式３－４＞

年

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（高度省エネ型・優良建築物型のみ）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

地域優良住宅「絆を育む家」 関東地方

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

関東家守りネットワーク 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み

キ．グループが取組む木造住宅・建築物の特徴
　※この項目は、高度省エネ型、優良建築物型を申請するグループのみ記入してください。
　※申請に係る認定低炭素住宅、性能向上計画認定住宅、ゼロ・エネルギー住宅、優良建築物の性能や特徴等について記入してください。

ゼロエネルギー住宅においては、供給地域を4地域、5地域、6地域と指定します。
本グループの地域型住宅は、エネルギー負荷低減を考えた断熱性能に重点を置いた住宅としています。
「高度省エネ型」については、更に、断熱性能を強化し、消費エネルギー量の少ない住宅をベースにゼロエネルギー住宅を企画しています。

また、ランクアップ外皮について高性能な窓及び断熱材を採用し、付加断熱なくランクアップ外皮の数値を超えた数値になることを確認でき、実績をつくることで、
ノウハウと住まい手の声をグループ全体へつなげていくこととする。

04-0711-0298


